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第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の背景と目的 

  (1) 国の動向 

■「青少年育成施策大綱」の策定 

少子高齢化や都市化、情報化など社会の急激な変化に伴い、青少年の非行、不登校、

ひきこもり、虐待など様々な問題が深刻化し、若者の社会的自立の遅れを生じさせ、新

たに大きな問題となりました。 

このような状況の中で、２１世紀を担う青少年の健全な育成のための基本理念と、お

おむね５年を目途とする中長期的な方向性を示すものとして、平成１５年１２月に「青

少年育成施策大綱」が初めて策定されました。 

 

■「子ども・若者育成支援推進法」の施行 

■「子ども・若者ビジョン」の策定 

「青少年育成施策大綱」策定後も、ニートやひきこもりなど若者の自立をめぐる問題

の深刻化や、有害情報の氾濫など、子どもや若者を巡る環境が悪化し、従来の個別分野

における縦割り的な対応では限界である状況となっていました。 

このような状況の中で、教育、福祉、雇用等の関連分野における子ども・若者育成支

援施策の総合的推進と、ニートやひきこもり等困難を抱える若者への支援を行うための

地域ネットワークづくりの推進を図ることの二つを主な目的として、平成２２年４月に

「子ども・若者育成支援推進法」が施行されました。また、同年７月には同法に基づき、

「青少年育成施策大綱」が廃止され、「子ども・若者ビジョン（子ども・若者育成支援推

進大綱）」が策定されました。 

これまでの青少年施策は、おおむね３０歳未満を対象としていましたが、新しい法律

と大綱では、雇用など特定の施策分野においては４０歳未満までを対象とし、すべての

子ども・若者の成長・自立を応援するとともに、困難を抱えている子ども・若者がその

置かれている状況を克服できるよう支援することとしています。 

 

■新たな「子供・若者育成支援推進大綱」の策定 

「子ども・若者ビジョン」の策定から５年が経過し、子ども・若者を巡り、貧困、児

童虐待、いじめ、不登校、ニート等の様々な問題が複合的に絡む非常に複雑で多様な状

況となっていることを踏まえ、子ども・若者ビジョンの見直しが行われ、新たな大綱が

平成２８年２月に策定されました。 
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■「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の施行 

■「子供の貧困対策に関する大綱」の決定 

子どもの相対的貧困率は、国民生活基礎調査（厚生労働省）によると平成２１年に１

５.７％、平成２４年には１６.３％と上昇し、子どものおよそ６人に１人が貧困状態にあ

るという厳しい状況になりました。 

このような状況の中で、子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的として、国

及び地方公共団体の責務、子どもの貧困対策を総合的に推進するために講ずべき施策の

基本となる事項等を定めた「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が平成２６年１月

に施行されました。また、同年８月には同法に基づき「子供の貧困対策に関する大綱」

が閣議決定され、子どもの貧困対策に関する基本的な方針のほか、子どもの貧困に関す

る指標および指標の改善に向けた重点施策等が定められました。 

 

  (2) 東京都の動向 

    ■東京都子供・若者支援協議会の設置 

平成２６年３月に、社会生活を円滑に営む上での困難を有する子供・若者に対する支

援を効果的かつ円滑に実施することを目的として、「東京都子供・若者支援協議会」が設

置されました。 

 

 ■東京都子供・若者計画の策定 

平成２６年８月に、全ての子供・若者が健やかに成長し、円滑に社会生活を営むこと

ができる社会の形成を目指し、子ども・若者育成支援推進法第９条に基づく「東京都子

供・若者計画」が策定されました。 

 

 

  (3) これまでの小平市の取組 

    ■青少年問題協議会の設置 

昭和３６年４月に、青少年問題に関する総合施策の樹立について調査審議するととも

に、関係行政機関相互の連絡調整を図るため、市長の附属機関として青少年問題協議会

を設置しました。 

平成１４年度までは、同協議会が青少年施策の基本方針を策定し、青少年施策を推進

してきました。 

 

    ■青少年対策地区委員会の設置 

昭和３９年１１月に、青少年問題に関する地域活動の強化を図るため、地域の自主組

織として中学校通学区域単位で青少年対策地区委員会を設置しました。その後、昭和５

７年度から地区単位を小学校通学区域として、２０地区の青少年対策地区委員会が発足

しました。その後、平成１３年に小川東小学校の廃校に伴い、現在は１９地区となって
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います。 

青少年対策地区委員会では、地域の特徴を生かした継続性のある活動が活発に展開さ

れています。 

 

    ■小平市青少年育成プランの策定 

平成１５年３月に「小平市新長期総合計画・後期基本計画」に基づいた青少年育成部

門の計画として、児童憲章の精神を基本理念とする「小平市青少年育成プラン」を策定

し、総合的・計画的に青少年施策を推進してきました。また、平成２０年３月には、青

少年育成施策大綱の策定など国の動向や社会情勢の変化などを視野に入れ見直しを行い、

第２次となる「小平市青少年育成プラン」に改定し、これまでさまざまな施策を実施し

てきました。 

 

■小平市子ども・若者計画の策定 

市では、これまで国の青少年育成施策大綱に先駆け「小平市青少年育成プラン」を策

定するとともに、地域に根差し学校と連携したさまざまな青少年施策を推進してきまし

た。 

しかしながら、昨今の子ども・若者をめぐる問題の深刻化や国や東京都の動向を含め

た社会の新たな変化に対応するため、今後の青少年施策の基本となる「小平市子ども・

若者計画」を策定し、総合的・体系的に推進していきます。
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、平成２２年４月施行の「子ども・若者育成支援推進法」第９条第２項に基づ

くとともに、「小平市第三次長期総合計画基本構想」に基づいた青少年育成部門の計画で

ある「第２次小平市青少年育成プラン」を引き継ぐ計画として策定するものです。 

また、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」及び「子どもの貧困対策の推進に関す

る大綱」を勘案し、子どもの貧困対策としても位置付けます。 

さらに、本計画は、「小平市教育振興基本計画」、「小平市地域保健福祉計画」、「小

平市障がい者福祉計画」、「小平アクティブプラン21」、「小平市子ども・子育て支援事

業計画」などの関連する計画との整合を図り、相互に十分な連携を図りながら計画を推進

していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・若者育成支援推進法第９条第２項 

市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱（都道府県子ども・若者計画が作成されているときは、子

ども・若者育成支援推進大綱及び都道府県子ども・若者計画）を勘案して、当該市町村の区域内におけ

る子ども・若者育成支援についての計画(市町村子ども・若者計画)を作成するよう努めるものとする。 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は，平成３０年度から平成３９年度の１０年間とします。 

今後、新たな課題や環境の変化に対応できるよう、柔軟性をもって関連施策を進めると

ともに、社会・経済状況の変化や国の動向を勘案しながら必要が生じた場合には、計画期

間内での見直しを行うことがあります。 

 

 

平 成 
30年度 

平 成 
31年度 

平 成 
32年度 

平 成 
33年度 

平 成 
34年度 

平 成 
35年度 

平 成 
36年度 

平 成 
37年度 

平 成 
38年度 

平 成 
39年度 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の対象 

これまでの計画（第２次小平市青少年育成プラン）では、主に６歳から１８歳（０歳か

ら２４歳を視野）を対象としていましたが、「子供・若者育成支援推進大綱」を踏まえ、

０歳から３０歳未満まで、施策によって４０歳未満までとします。 

また、乳幼児期から学童期（０歳から１２歳まで）までは、「小平市子ども・子育て支

援事業計画」の対象であることから、特に思春期（１２歳以上（中学生））から青年期

（３０歳未満）までの子ども・若者を主な対象とします。 

なお、同法に基づき、従前の「青少年」に代えて「子ども・若者」という言葉を使用し、

各種法令や施策の内容によっては「青少年」「少年」等の言葉を併用します。 

 

 

 

 

 

用 語 

子供：乳幼児期、学童期及び思春期の者。 

若者：思春期、青年期の者。施策によっては、４０歳未満までのポスト青年期の者も対象とする。 

青少年：乳幼児期から青年期までの者。 
※乳幼児期は、義務教育年齢に達するまでの者。 

※学童期は、小学生の者。 

※思春期は、中学生からおおむね１８歳までの者。 

※青年期は、おおむね１８歳からおおむね３０歳未満までの者。 

※ポスト青年期は、青年期を過ぎ、大学等において社会の各分野を支え、発展させていく資質・能力を養う

努力を続けている者や円滑な社会生活を営む上で困難を有する、４０歳未満の者。 
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第３章 計画の「理念」・「目標」 

１ 基本理念 

 

 

 

２ 基本的な視点 

・すべての子ども・若者が健やかに育つことができる（良いものはさらに伸ばす）   ・社会全体で支

える   ・多様な担い手 ・支援を必要とする子ども・若者に切れ目のない支援が直接届き、支えるこ

とができる  ・子ども・若者が成長の過程で、困難につまずいたとしても、やり直すことができる 

３ 基本目標 

   (1) すべての子ども・若者の健やかな育成を支援します 

   (2) 困難を有する子ども・若者とその家族を支援します 

   (3) 子ども・若者の育成のための環境を整備します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標】 【基本理念】 【施策の方向】 【関連事業】 

【基本的な視点】 

すべての子ども 

・若者の健やか

な育成を支援し

ます 

困難を有する子

ども・若者とそ

の家族を支援し

ます 

子ども・若者の

育成のための環

境を整備します 

【イメージ】 
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第４章 施策の展開 

 目標１ すべての子ども・若者の健やかな育成を支援します 

 

 目標２ 困難を有する子ども・若者とその家族を支援します 

 

 目標３ 子ども・若者の育成のための環境を整備します 
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第５章 推進体制等の整備 

１ 推進体制 

  (1) 小平市子ども・若者計画庁内検討委員会 

本市の子ども・若者育成施策を総合的・体系的に推進するために設置している「小平市

子ども・若者計画庁内検討委員会」において、関係各課との連携協力を進め、この計画の

総合的、効果的な推進を図ります。 

 

  (2) 地域・関係団体等との連携 

子ども・若者の育成支援に関連する課題に適切に対応していくためには、このような活

動に取り組む各種団体等、様々な主体と行政がともに力を合わせて取り組むことが重要で

す。このため、学校、地域、青少年育成団体、関係機関等との連携を図り、相互の協力の

もとに、子ども・若者の育成支援の促進を図ります。 

 

  (3) 国・東京都との連携 

「子ども・若者育成支援推進法」では、地方公共団体の責務として、子ども・若者育成

支援に関し、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、施策を策定し、実施すると規

定されています。このため、これまで以上に国・東京都との緊密な連携を図り、子ども・

若者育成支援を実施していきます。 

 

２ 計画の進行管理 

本計画の適切な進行管理を行うため、｢小平市子ども・若者計画庁内検討委員会｣におい

て、施策の推進状況の確認を行いその結果を市民に公表するとともに、｢小平市青少年問題

協議会｣に報告します。 

 


